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新株予約権等の状況
① 当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約

権の状況
該当事項はありません。

② 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の状況
該当事項はありません。
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業務の適正を確保するための体制の整備に関する事項
当社は、業務の適正を確保するための体制の整備に関して、取締役会において「内部統制システ

ム整備に関する基本方針」を決議しております。なお、当社は2023年12月1日付で経営会議を投資
委員会に移行したことから、内部統制システム構築の基本方針を改定しております。改定後の決議
内容の概要は以下のとおりであります。

① 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
イ．当社は、法令、定款及び企業倫理の厳格な遵守が社会的信頼の確立に不可欠であることに鑑

み、企業活動の遂行において、コンプライアンスの徹底を経営の基本原則として位置付ける。
ロ．当社は、役職員にコンプライアンスの重要性を周知、徹底するため、「コンプライアンス・マ

ニュアル」を制定し、誠実かつ公正な企業活動を全うするよう指導する。
ハ．当社は、社会の秩序及び安全に脅威を与える反社会的勢力との関係を遮断し、これらの勢力

に対しては組織的かつ毅然とした態度で臨む。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
イ．当社は、「文書管理規程」を制定し、これに基づき、取締役会、投資委員会その他の重要会議

の議事録等（以下「取締役の職務執行に係る情報」という。）について適切に保存、管理す
る。

ロ．取締役及び監査役は、いつでも、取締役の職務執行に係る情報を閲覧できるものとする。

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
イ．当社は、「リスク管理規程」を制定し、継続的にリスクを把握し、リスクの顕在化の防止及び

リスクが顕在化した場合の被害の拡大防止のため、全社的にリスク管理に取り組む。
ロ．当社は、「危機管理規程」を制定し、これに基づき、経営に重大な影響を与える事故、大地震、

テロ等の危機が発生した場合の緊急連絡体制を整備するとともに、緊急対策本部の設置等、
被害の早期復旧のために必要な体制を構築する。

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
イ．取締役会は、定例の取締役会を原則として毎月１回開催するほか、必要に応じて適宜臨時に

開催することにより、経営上の重要事項の決定と業務執行の監督を行う。また、当社と利害
関係を有しない社外取締役を選任し、職務執行の牽制機能を担う。
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ロ．当社は、当社代表取締役社長の諮問機関として、当社代表取締役社長、当社社内取締役等で
構成される投資委員会を設置し、原則として週次で開催し、取締役会が決定した経営の基本
方針に基づく経営の執行にかかわる事項の協議、意思決定等を行う。

⑤ 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
イ．「関係会社管理規程」を制定し、子会社における株主総会付議事項、取締役の選任その他重要

事項については、当社と事前協議のうえ当社の承認を得るものとし、また、当社は、子会社
から定期的に業務の状況について報告を受けることを通じて子会社業務を管理する。

ロ．当社は、当社グループ全体のリスクの把握及び管理に努める。子会社は、自らリスクへの対
応を図るとともに、「リスク管理規程」に基づき、当社グループの経営に重大な影響を与える
リスクへの対応については、当社が方針を示したうえで支援する。

ハ．当社は子会社に対し、当社グループの経営の基本方針を周知するとともに、子会社の取締役
等から定期的に職務の執行状況の報告を受け、各子会社の業務の特性に則した経営管理を支
援する。

ニ．当社は、当社グループ全体のコンプライアンスに関する基本方針を「コンプライアンス・マ
ニュアル」に定め、これを徹底するよう子会社に周知する。

ホ．当社は子会社に対し、定期的に内部監査室による監査を行うとともに、当該監査の結果に基
づいて、子会社との間で必要な協議を行う。

⑥ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事
項、当該使用人の取締役からの独立性に関する事項及び当該使用人に対する指示の実効性の確
保に関する事項

イ．監査役がその職務を補助すべき使用人（監査役補助者）を置くことを求めたときには、取締
役会でその人数及び権限等を協議の上、決定する。

ロ．監査役の職務を補助すべき使用人に係る人事評価、異動の他、当該使用人に対する取締役か
らの指揮命令の排除等、独立性及び当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項に
ついては、監査役の意向を最大限尊重し、取締役会で協議の上、決定する。

⑦ 監査役への報告に関する体制及び当該報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な
取扱いを受けないことを確保するための体制
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イ．当社及び当社子会社の取締役及び使用人は、法定の事項のみならず、当社及び当社グループ
の業務に重大な影響を及ぼす事項、内部監査の実施状況、法令遵守状況その他のコンプライ
アンス上の問題点につき、速やかに、当社若しくは当社子会社各社の担当部署を介し又は直
接に当社監査役に報告する。

ロ．当社監査役は取締役会の他、各種重要会議への出席を通じて、当社及び当社子会社の取締役
及び使用人に対して必要な報告を求めることができる。

ハ．当社及び当社子会社は、コンプライアンス上の問題点について、前各号の報告をしたことを
理由として、当該報告者に不利益な取扱いを行うことを禁止する。

⑧ 監査役の職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
イ．当社は、監査役の職務の執行について生ずる費用又は債務の処理については、監査役の職務

の執行に必要でないと認められた場合を除き、監査役の請求等に従い速やかに応じるものと
する。

⑨ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
イ．監査役会は、定例の監査役会を原則として毎月１回開催し、監査役間での十分な監査情報の

共有及び協議の機会を確保する。
ロ．当社は、監査役が取締役との定期的な意見交換の実施等により、重要な経営課題、監査役に

よる監査の実施状況等について意見を交換し、監査が実効的に行われる体制の確保に努める
ものとする。

ハ．当社は、監査役が、内部監査室及び会計監査人と連携し、定期的な意見交換の実施等により
監査情報の共有を図ることができる体制をとるものとする。

ニ．取締役及び使用人は、業務及び財務の状況等に関して定期的に監査役監査を受け、監査役か
ら依頼された議事録、稟議書その他の業務執行に関する重要文書を監査役に提出する。

⑩ 財務報告の信頼性を確保するための体制
イ．当社は、財務報告の信頼性を重視し、適正な財務情報を開示し、透明かつ健全なディスクロ

ージャー経営を実践する。
ロ．当社は、一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、事実に基づく適正な財務

報告を適時に開示することにより情報開示の透明性及び公平性を確保する。
ハ．当社は、財務報告に係る内部統制の役割の重要性を強く認識し、内部統制の適切な整備及び

運用に努める。
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業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下のとおりであります。

① 内部統制システム全般について
取締役会を19回（ほか書面決議５回）開催し、経営上の重要な事項の決定を行うとともに、月

次の経営業績の分析や必要な施策等を検討しました。
監査役会を17回開催し、監査方針及び監査計画を協議決定し、業務及び財産の状況の監査をし

ました。また、監査役は、取締役、内部監査室及び会計監査人と定期的に情報交換等を行うこと
で、取締役の職務の執行状況並びに内部統制システムの整備及びその運用状況を確認しました。
内部監査室は、業務監査及び内部統制監査を通じて、内部統制システム全般の運用状況の評価

及び改善に取り組みました。

② コンプライアンスについて
当社は、「コンプライアンス・マニュアル」に基づき、グループ全体で法令遵守体制の強化に取

り組んでおります。また、ハラスメント研修や情報セキュリティについての周知等、コンプライ
アンスに関する研修を実施しました。

③ リスク管理について
当社は、「リスク管理規程」に基づき、グループ全体でリスクを把握するよう取り組んでおりま

す。事案ごとにリスク管理を行うほか、リスク管理年度計画を定め、リスクの管理方法を改善す
るための活動を実施しております。
子会社における重要事項については、「関係会社管理規程」に基づき、当社と事前協議をし、当

社の承認を得ることを徹底することで、子会社の経営管理を行いました。
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連結注記表
１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
（1）連結の範囲に関する事項
① 連結子会社の状況
・連結子会社の数 23社
・主要な連結子会社の名称
ファーストブラザーズキャピタル㈱
ファーストブラザーズ投資顧問㈱
ファーストブラザーズディベロプメント㈱
㈱東日本不動産
フロムファーストホテルズ㈱
Alley株式会社につきましては、当連結会計年度において清算結了したことから、平

川門管理合同会社につきましては、当連結会計年度において匿名組合契約が終了した
ことから、連結の範囲から除いております。なお、連結の範囲から除外するまでの期
間損益は、当連結計算書類に含めております。

② 非連結子会社の状況
・主要な非連結子会社の名称
丸の内建物㈱

・連結の範囲から除いた理由
丸の内建物㈱は、不動産投資スキームにおいて要請されるテナントに建物賃貸する際

の導管体（マスターレッシー）にすぎないため、会社計算規則第63条第１項第２号によ
り、連結の範囲から除外しております。
その他については、総資産、売上高、当期純損益及び利益剰余金等は各々小規模であ

り、全体としても連結計算書類に重要な影響を及ぼさないため、連結の範囲から除外し
ております。

③ 議決権の過半数を所有しているにもかかわらず子会社としなかった会社等の状況
該当事項はありません。
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（2）持分法の適用に関する事項
① 持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の状況
・持分法適用の非連結子会社及び関連会社数 １社
・主要な会社等の名称
クレジット・ギャランティ２号合同会社

② 持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社の状況
・主要な会社等の名称
丸の内建物㈱

・持分法を適用しない理由
丸の内建物㈱は、不動産投資スキームにおいて要請されるテナントに建物賃貸する際

の導管体（マスターレッシー）にすぎないため、会社計算規則第69条第１項第２号によ
り、持分法の適用範囲から除外しております。
その他については、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）

等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、
全体としても重要性がないため、持分法の適用の範囲から除外しております。

③ 議決権の100分の20以上、100分の50以下を所有しているにもかかわらず関連会社
としなかった会社等の状況
該当事項はありません。

④ 持分法適用手続に関する特記事項
持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、各社の仮決算

に基づく計算書類を使用しております。
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（3）連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社のうち、決算日が連結決算日と異なるものの、差異が３ケ月を超えないため、

当該連結子会社の決算日現在の計算書類を使用している会社の数は７社であります。
連結子会社のうち、連結決算日又は連結決算日から３ケ月以内の一定時点を基準とした

仮決算に基づく計算書類を使用している会社の数は７社であります。
上記いずれの場合も、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な

修正を行っております。

（4）会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評価方法
イ．その他有価証券
・市場価格のない株式等以外のもの

時価法を採用しております。評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原
価は移動平均法により算定しております。

・市場価格のない株式等
移動平均法による原価法を採用しております。
匿名組合出資金については、匿名組合への出資時に「営業投資有価証券」又は

「その他の関係会社有価証券」を計上し、匿名組合が獲得した純損益の持分相当額が
利益である場合には、「売上高」に計上するとともに同額を「営業投資有価証券」又
は「その他の関係会社有価証券」に加算し、匿名組合が獲得した純損益の持分相当
額が損失である場合には、「売上原価」に計上するとともに同額を「営業投資有価証
券」又は「その他の関係会社有価証券」から減額しております。
営業者からの出資金の払戻しについては、「営業投資有価証券」又は「その他の関

係会社有価証券」を減額させております。
ロ．デリバティブ

時価法によっております。
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ハ．棚卸資産
・販売用不動産（不動産信託受益権を含む。）、仕掛販売用不動産

個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法
により算定）によっております。

・商品
最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法により算定）によっております。
・原材料及び貯蔵品

主として最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく
簿価切下げの方法により算定）によっております。

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産（リース資産を除く）

定率法（ただし、建物（2016年３月31日以前に取得の附属設備を除く）につい
ては定額法）を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物及び構築物 ６〜59年
機械装置及び運搬具 ４〜17年
工具、器具及び備品 ３〜20年

ロ．無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）

に基づいております。
ハ．長期前払費用

定額法を採用しております。
ニ．繰延資産

・創立費
支出時に費用処理しております。

・株式交付費
支出時に費用処理しております。

2025年01月20日 17時39分 $FOLDER; 10ページ （Tess 1.50(64) 20241223_01）



− 10 −

③ 重要な引当金の計上基準
イ．貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒
懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上
することとしております。

ロ．株主優待引当金
株主優待制度に伴う費用負担に備えるため、翌連結会計年度において発生すると見

込まれる額を計上しております。

④ 退職給付に係る会計処理の方法
一部の連結子会社は、従業員の退職給付に備えるため、退職給付に係る負債及び退職

給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を
用いた簡便法を適用しております。

⑤ 重要な収益及び費用の計上基準
当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な

履行義務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）
は以下のとおりであります。
イ．投資運用事業

投資運用事業においては、主として契約期間における投資案件の管理・運営報酬の
ほか、物件取得時や物件売却時の成功報酬を収益として認識しております。契約期間
中の管理・運営業務の履行義務は、業務が提供される一定の期間にわたり充足される
ものであり、履行義務の充足に応じて収益を認識しております。また、投資案件の取
得又は売却に係る業務の履行義務は、投資案件を取得又は売却される一時点で充足さ
れるものであり、当該取得又は売却時点において収益を認識しております。

ロ．投資銀行事業
投資銀行事業においては、主として不動産売却売上、不動産賃貸売上を収益として

認識しております。不動産売却につきましては、顧客との不動産等売買契約に基づい
て、不動産の引渡しを行う義務を負っており、当該履行義務は一時点で充足されるも
のであるため、当該引渡し時点において収益を認識しております。また、不動産賃貸
につきましては、リース取引に関する会計基準等を適用して賃貸借契約期間にわたっ
て収益を認識しております。
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ハ．施設運営事業
施設運営事業においては、顧客へのサービスの提供を履行義務として識別しており

ます。これらはサービス提供時点で履行義務が充足されることから、当該履行義務が
充足された時点で収益を認識しております。

⑥ 重要なヘッジ会計の方法
イ．ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。
ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…金利スワップ
ヘッジ対象…借入金

ハ．ヘッジ方針
金利の変動リスクの低減並びに金融収支改善のため、金利変動リスクをヘッジして

おります。
ニ．ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ対象の相場変動の累計とヘッジ手段の相場変動の累計を比較し、その変動額
の比率によって有効性を評価しております。

⑦ のれんの償却方法及び償却期間
のれんの償却については、10年間又は18年間で均等償却しております。

⑧ その他連結計算書類の作成のための重要な事項
イ．消費税等の会計処理

資産に係る控除対象外消費税等は、個々の資産の取得価額に算入しております。な
お、免税事業者に該当する連結子会社については税込方式によっております。

ロ．匿名組合出資預り金の会計処理
当社の連結子会社は匿名組合の営業者としての業務を受託しております。匿名組合

の財産は、営業者に帰属することから、匿名組合の全ての財産及び損益は、連結計算
書類に含め、総額にて表示しております。
連結対象となった匿名組合における当社グループ以外の匿名組合員の出資持分は

「非支配株主持分」とし、当社グループ以外の匿名組合員への損益分配額は「非支配株
主に帰属する当期純利益」にそれぞれ含めております。
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ハ．グループ通算制度の適用
当社及び一部の連結子会社はグループ通算制度を適用しております。
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（会計上の見積りに関する注記）
（販売用不動産等の評価）
（1）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

金額（千円）
販売用不動産 47,366,186
仕掛販売用不動産 3,327,995

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
販売用不動産及び仕掛販売用不動産は、棚卸資産の評価に関する会計基準に従い、期

末における正味売却価額が帳簿価額を下回った場合に正味売却価額まで減額し、当該減
少額を評価損として売上原価に計上しております。
正味売却価額は、外部の不動産鑑定士による不動産鑑定評価額又はそれに準ずる評価

額に基づき算定しております。評価額の算定は、主に収益還元法を採用しており、個々
の不動産毎に過去実績や市場の動向等を加味した運用収益及び還元利回りを踏まえた上
で決定しております。
将来の不動産市況の変動等により運用収益等が大きく変動した場合には、翌連結会計

年度の連結計算書類において評価損の計上が必要になる等、当社グループの業績に重要
な影響を与える可能性があります。

（固定資産の減損）
（1）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

金額（千円）
有形固定資産 27,253,040
無形固定資産 1,328,296
減損損失 858

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
当社グループは、固定資産の減損に係る会計基準に従い、減損の兆候があると判断し

た資産グループのうち収益性の低下により投資額の回収が見込めなくなった場合に、固
定資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上するこ
ととしております。
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回収可能価額は、正味売却価額又は使用価値により測定しております。正味売却価額
については、外部の不動産鑑定士による不動産鑑定評価額又はそれに準ずる評価額に基
づき算定しております。また、使用価値については、事業計画等に基づく割引前将来キ
ャッシュ・フローを割引率で割り引くことにより算定しております。将来キャッシュ・
フローの算定にあたっては、その前提となる賃料、空室率、賃貸費用等について、市場
動向、過去の実績等を総合的に勘案し決定しており、割引率については、金利推移等固
有のリスクを反映し設定しております。
経済環境の悪化等により収益性が低下する等評価の前提条件が変動した場合、翌連結会
計年度の連結計算書類において減損損失が計上され、当社グループの業績に重要な影響
を与える可能性があります。
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２．連結貸借対照表に関する注記
（1）流動負債の「その他」うち、契約負債の残高 180,116千円

（2）担保に供している資産及び担保に係る債務
① 担保提供資産

信託預金 1,105,319千円
販売用不動産 43,567,965千円
建物及び構築物 12,702,467千円
機械装置及び運搬具 517,721千円
土地 12,176,140千円
その他（流動資産） 90,048千円
その他（投資その他の資産） 352,414千円
計 70,512,077千円

② ①に対応する債務
短期借入金 71,000千円
１年内返済予定の長期借入金 3,180,932千円
長期借入金 52,110,166千円
計 55,362,098千円

③ ノンリコースローン（非遡及型融資）に対する担保提供資産
信託預金 82,246千円
販売用不動産 1,814,662千円
その他（流動資産） 21,268千円
計 1,918,178千円

④ ③に対応する債務
ノンリコース長期借入金 1,486,502千円

（3）有形固定資産の減価償却累計額 2,855,072千円
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３．連結株主資本等変動計算書に関する注記
（1）当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

普通株式 14,445,000株

（2）剰余金の配当に関する事項
① 配当金支払額
決 議 株式の

種類
配当金
の総額

１株当たり
配当額 基準日 効力発生日

2024年１月19日
取締役会 普通株式 448,745千円 32円 2023年11月30日 2024年２月８日

2024年７月９日
取締役会 普通株式 462,768千円 33円 2024年５月31日 2024年８月５日

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度に
なるもの

決 議 株式の
種類 配当の原資 配当金

の総額
１株当たり
配当額 基準日 効力発生日

2025年１月17日
取締役会 普通株式 利益剰余金 476,825千円 34円 2024年11月30日 2025年２月７日

４．金融商品に関する注記
（1）金融商品の状況に関する事項
① 金融商品に対する取り組方針

当社グループは、資金運用については、原則として安全性の高い金融商品等で運用す
る方針であります。資金調達については、資金需要の特性、金融市場環境、長期及び短
期の償還期間等を総合的に勘案し、銀行借入による間接金融、社債及び株式発行等によ
る直接金融により調達を行う方針であります。デリバティブ取引は、借入金の金利変動
リスクを軽減するために利用し、投機的な取引は行わない方針であります。
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② 金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。
営業投資有価証券及び投資有価証券は、主に株式、組合出資金等であり、発行体の信

用リスク及び市場価格の変動リスクに晒されております。
敷金及び保証金は、主に事務所の賃貸借契約に係るものであり、預託先の信用リスク

に晒されております。
未払法人税等は、１年以内の支払期日であります。
借入金は、主に賃貸不動産等の取得資金調達を目的としたものであり、最終返済期日

は、決算日後で最長31年後であります。なお、借入金の金利は、一部の借入金を除き変
動金利であるため、金利の変動リスクに晒されておりますが、デリバティブ取引（金利
スワップ取引）を利用してヘッジしております。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段
とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法等については、前述の「１．連
結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等（4）会計方針に関す
る事項 ⑥重要なヘッジ会計の方法」に記載しております。

③ 金融商品に係るリスク管理体制
イ．信用リスク（取引先の契約不履行に係るリスク）の管理

当社グループは、営業債権である売掛金、営業投資有価証券及び投資有価証券につ
いて、担当部署が主要な取引先の状況をモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残
高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っ
ております。
敷金及び保証金については、契約時に信用リスクの確認を行い、当該リスクの軽減

を図っております。
ロ．市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

当社グループは、借入金の金利変動リスクを軽減するため、一定条件の下でデリバ
ティブ取引（金利スワップ取引等）を利用することとしております。また、当社グル
ープのデリバティブ取引に係る業務は、社内規程に従って執行・管理しております。

ハ．資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管
理
当社グループは、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作成・

更新するとともに、手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。
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（2）金融商品の時価等に関する事項
2024年11月30日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、

次のとおりであります。
連結貸借対照表計上額

（千円） 時 価 （千 円） 差 額 （千 円）

（1）営業投資有価証券（＊2） 262,056 262,056 −

（2）投 資 有 価 証 券 （＊ 2） 98,771 98,771 −

（3）敷 金 及 び 保 証 金 361,799 351,555 △10,244

資産計 722,627 712,383 △10,244

（1）長 期 借 入 金 53,154,598 53,059,800 △94,797

（2）ノンリコース長期借入金 1,486,502 1,486,502 −

負債計 54,641,100 54,546,303 △94,797

デ リ バ テ ィ ブ 取 引 （＊ 3） 104,123 104,123 −

（＊1）「現金及び預金」、「信託預金」、「売掛金」、「短期借入金」、「１年内返済予定の長期借入
金」、「ノンリコース１年内返済予定長期借入金」及び「未払法人税等」については、現
金であること、及び短期間で決済されるための時価が帳簿価額に近似するものであるこ
とから記載を省略しております。

（＊2）市場価格のない株式等は、「（1）営業投資有価証券」及び「（2）投資有価証券」には含
まれておりません。当該金融商品の連結貸借対照表計上額は以下のとおりであります。

区分 当連結会計年度（千円）
非上場株式等 28,040
組合出資金等 337,595

（＊3）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。

（3）金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以

下の３つのレベルに分解しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において

形成される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価
格により算定した時価
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レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプッ
ト以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイ
ンプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベル
に時価を分類しております。

①時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

区分 時価（千円）
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

営業投資有価証券
株式 262,056 − − 262,056

投資有価証券
その他有価証券
株式 98,771 − − 98,771

デリバティブ取引
通貨関連 − 104,123 − 104,123
資産計 360,827 104,123 − 464,950

②時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

区分 時価（千円）
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

敷金及び保証金 − 351,555 − 351,555
資産計 − 351,555 − 351,555

長期借入金 − 53,059,800 − 53,059,800
ノンリコース長期借
入金 − 1,486,502 − 1,486,502

負債計 − 54,546,303 − 54,546,303

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
営業投資有価証券
上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引さ
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れているため、その時価をレベル１の時価に分類しております。

投資有価証券
上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引さ

れているため、その時価をレベル１の時価に分類しております。

デリバティブ取引
金利スワップの時価は、金利や為替レート等の観察可能なインプットを用いて割

引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

敷金及び保証金
敷金及び保証金の時価は、返還時期を見積もった上、将来キャッシュ・フローを

国債の利回り等適切な指標に基づいた利率で割り引いた現在価値によって算定して
おり、レベル２の時価に分類しております。

長期借入金及びノンリコース長期借入金
これらの時価は、元利息の合計額を、国債の利回り等適切な指標に信用スプレッ

ドを上乗せした利率で割り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に
分類しております。

５．賃貸等不動産に関する注記
（1）賃貸等不動産の状況に関する事項

当社グループでは、東日本エリアその他の地域において、賃貸を目的としてオフィスビ
ルや商業施設等を所有しております。

（2）賃貸等不動産の時価に関する事項
連結貸借対照表計上額 20,835,259千円
時価 26,179,600千円
（注１）連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を

控除した金額であります。
（注２）当連結会計年度末の時価は、社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価基準に

基づく金額又は、「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額等であ
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ります。
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６．収益認識に関する注記
（1）顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）

報告セグメント
合計

投資運用事業 投資銀行事業 施設運営事業

不動産売却 − 8,432,119 − 8,432,119

不動産賃貸
（注）１ − 5,308,958 − 5,308,958

その他
（注）１ 58,682 1,374,345 1,691,686 3,124,713

外部顧客への売
上高 58,682 15,115,423 1,691,686 16,865,791

顧客との契約か
ら生じる収益 58,682 13,065,786 1,691,686 14,816,154

その他の源泉か
ら 生 じ る 収 益
（注）

− 2,049,637 − 2,049,637

（注）投資銀行事業における不動産賃貸、その他の売上高の一部につきましては、主にリース
取引に関する会計基準等を適用して認識しております。

（2）顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「１．連結計算書類の

作成のための基本となる重要な事項に関する注記等（4）会計方針に関する事項 ⑤重要な
収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。
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（3）当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
①契約負債の残高

当連結会計年度期首残高 当連結会計年度期末残高
契約負債 335,648千円 180,116千円
契約負債は、顧客からの前受金に関するものであり、収益の認識に伴い取り崩されます。

②残存履行義務に配分した取引価格
当社及び連結子会社では、残存履行義務に配分した取引価格の注記にあたって実務上の

便法を適用し、当初に予想される契約期間が１年以内の契約について注記の対象に含めて
おりません。

７．１株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産 1,768円33銭
（2）１株当たり当期純利益 101円04銭
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計算書類
貸借対照表（2024年11月30日現在） （単位：千円）

科 目 金 額

（資 産 の 部）
流 動 資 産 3,168,485

現 金 及 び 預 金 993,256
貯 蔵 品 113
前 払 費 用 21,384
営 業 投 資 有 価 証 券 484,471
未 収 入 金 114,040
預 け 金 1,195,919
1年内回収予定の関係会社長期貸付金 30,000
そ の 他 329,299

固 定 資 産 33,361,708
有 形 固 定 資 産 58,492
建 物 38,396
工 具、 器 具 及 び 備 品 20,095

無 形 固 定 資 産 953
ソ フ ト ウ エ ア 953

投 資 そ の 他 の 資 産 33,302,262
投 資 有 価 証 券 98,430
関 係 会 社 株 式 7,100,202
その他の関係会社有価証券 20,615,493
出 資 金 20
関 係 会 社 出 資 金 48,062
関 係 会 社 長 期 貸 付 金 4,751,543
繰 延 税 金 資 産 38,561
敷 金 及 び 保 証 金 217,535
そ の 他 432,414

資 産 合 計 36,530,194

科 目 金 額

（負 債 の 部）

流 動 負 債 1,592,372

１年内返済予定の長期借入金 655,770

未 払 金 174,577

未 払 法 人 税 等 166,995

預 り 金 531,855

株 主 優 待 引 当 金 23,725

そ の 他 39,448

固 定 負 債 13,893,701

長 期 借 入 金 13,893,701

負 債 合 計 15,486,073

（純 資 産 の 部）

株 主 資 本 21,029,832

資 本 金 100,000

資 本 剰 余 金 3,407,484

資 本 準 備 金 1,559,830

そ の 他 資 本 剰 余 金 1,847,654

利 益 剰 余 金 17,799,773

そ の 他 利 益 剰 余 金 17,799,773

繰 越 利 益 剰 余 金 17,799,773

自 己 株 式 △277,426

評 価 ・ 換 算 差 額 等 14,288

その他有価証券評価差額金 14,288

純 資 産 合 計 21,044,121

負 債 純 資 産 合 計 36,530,194
（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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損益計算書（2023年12月１日から2024年11月30日まで） （単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 2,478,443
売 上 原 価 80,553
売 上 総 利 益 2,397,890
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 901,779
営 業 利 益 1,496,110
営 業 外 収 益

受 取 利 息 54,603
受 取 配 当 金 1,954
受 取 設 備 使 用 料 17,760
受 取 手 数 料 34,790
デ リ バ テ ィ ブ 評 価 益 6,810
そ の 他 1,573 117,492

営 業 外 費 用
支 払 利 息 135,492
支 払 手 数 料 15,000
そ の 他 13 150,506

経 常 利 益 1,463,096
特 別 損 失

関 係 会 社 株 式 評 価 損 4,999
関 係 会 社 清 算 損 6,231 11,231

税 引 前 当 期 純 利 益 1,451,864
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 430,058
法 人 税 等 調 整 額 △13,405 416,653
当 期 純 利 益 1,035,211

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書（2023年12月１日から2024年11月30日まで） （単位：千円）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株 主 資 本
合 計資本準備金 そ の 他

資本剰余金
資本剰余金
合 計

その他利益
剰 余 金 利益剰余金

合 計繰 越 利 益
剰 余 金

当期首残高 100,000 1,559,830 1,847,293 3,407,124 17,676,075 17,676,075 △278,086 20,905,114

当期変動額

剰余金の配当 △911,513 △911,513 △911,513

当期純利益 1,035,211 1,035,211 1,035,211

自己株式の処分 360 360 659 1,020

株主資本以外の項目の
当期変動額(純額)

当期変動額合計 − − 360 360 123,697 123,697 659 124,717

当期末残高 100,000 1,559,830 1,847,654 3,407,484 17,799,773 17,799,773 △277,426 21,029,832

評価・換算差額等
純資産合計そ の 他 有 価 証 券

評 価 差 額 金
評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当期首残高 45,524 45,524 20,950,639

当期変動額

剰余金の配当 △911,513

当期純利益 1,035,211

自己株式の処分 1,020

株主資本以外の項目の
当期変動額(純額) △31,235 △31,235 △31,235

当期変動額合計 △31,235 △31,235 93,481

当期末残高 14,288 14,288 21,044,121

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
（1）資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券の評価基準及び評価方法
イ．子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法を採用しております。
ロ．その他有価証券
・市場価格のない株式等以外のもの

時価法を採用しております。評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原
価は移動平均法により算定しております。

・市場価格のない株式等
移動平均法による原価法を採用しております。
匿名組合出資金については、匿名組合への出資時に「営業投資有価証券」又は

「その他の関係会社有価証券」を計上し、匿名組合が獲得した純損益の持分相当額が
利益である場合には、「売上高」に計上するとともに同額を「営業投資有価証券」又
は「その他の関係会社有価証券」に加算し、匿名組合が獲得した純損益の持分相当額
が損失である場合には、「売上原価」に計上するとともに同額を「営業投資有価証
券」又は「その他の関係会社有価証券」から減額しております。
営業者からの出資金の払戻しについては、「営業投資有価証券」又は「その他の関

係会社有価証券」を減額させております。
② デリバティブ等の評価基準及び評価方法

デリバティブ
時価法を採用しております。

③ 棚卸資産の評価基準及び評価方法
貯蔵品
総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法

により算定）によっております。
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（2）固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法（ただし、建物（2016年３月31日以前に取得の附属設備を除く）について
は定額法）を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物 ８年〜24年
工具、器具及び備品 ３年〜15年

② 無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に

基づいております。

（3）繰延資産の処理方法
株式交付費
支出時に費用処理しております。

（4）引当金の計上基準
① 貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒
懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上
することとしております。

② 株主優待引当金
株主優待制度に伴う費用負担に備えるため、翌事業年度において発生すると見込ま

れる額を計上しております。
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（5）重要な収益及び費用の計上基準
当社の主な収益は、子会社からの経営指導料、受取配当金及び匿名組合配当益となり

ます。経営指導料においては、子会社への契約内容に応じた受託業務を提供することが
履行義務であり、業務が実施された時点で当社の履行義務が充足されることから、当該
時点で収益及び費用を認識しております。受取配当金については、配当金の効力発生日
をもって認識しております。匿名組合配当益については、「1．重要な会計方針に係る事
項に関する注記 （1）資産の評価基準及び評価方法 ①有価証券の評価基準及び評価方
法 ロ.その他有価証券」をご参照ください。

（6）その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
① 消費税等の会計処理

資産に係る控除対象外消費税等は個々の資産の取得原価に算入しております。
② グループ通算制度の適用

グループ通算制度を適用しております。
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２．貸借対照表に関する注記
（1）担保に供している資産及び担保に係る債務
① 担保提供資産

関係会社株式 2,646,091千円
その他の関係会社有価証券 2,332,273千円
預け金 67,846千円
その他（投資その他の資産） 272,414千円
計 5,318,626千円

② ①に対応する債務
１年内返済予定の長期借入金 257,364千円
長期借入金 4,640,028千円

計 4,897,392千円

（2）有形固定資産の減価償却累計額 154,411千円

（3）保証債務（保証類似行為を含む）
次の関係会社等について、金融機関からの借入に対し債務保証を行っております。
ファーストブラザーズキャピタル㈱ 30,804,802千円
㈱東日本不動産 7,531,298千円
全国学生住宅合同会社 2,001,880千円
その他５社 4,122,697千円

計 44,460,677千円

（4）関係会社に対する金銭債権、債務（区分表示したものを除く）は、次のとおりでありま
す。

① 短期金銭債権 1,236,901千円
② 短期金銭債務 563,321千円
③ 長期金銭債務 4,572,565千円
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３．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高
営業取引による取引高
売上高 2,470,263千円
売上原価 23,793千円
販売費及び一般管理費
出向負担金（注） △356,192千円
地代家賃（注） △121,536千円
支払手数料 1,200千円

営業取引以外の取引高 155,386千円
（注）関係会社からの出向負担金収入、受取地代家賃は、販売費及び一般管理費の出向負

担金、地代家賃勘定においてマイナス（△）表示しております。

４．株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度の末日における自己株式の種類及び数
普通株式 420,710株
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５．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産
未払事業税 39,087千円
資産除去債務 12,683千円
株式出資金評価損 38,037千円
株主優待引当金 8,206千円
その他 7,029千円

繰延税金資産小計 105,045千円
評価性引当額 △58,927千円

繰延税金資産合計 46,117千円
繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △7,556千円

繰延税金負債合計 △7,556千円
繰延税金資産の純額 38,561千円

（法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理）
当社は、グループ通算制度を適用しております。また、「グループ通算制度を適用する場合

の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号 2021年８月12日）に従って、
法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理並びに開示を行
っております。
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６．関連当事者との取引に関する注記
子会社及び関連会社等

種 類 会社等の名称 議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者
と の 関 係 取 引 内 容 取 引 金 額

（千円） 科 目 期 末 残 高
（千円）

子会社
ファースト
ブラザーズ
キャピタル
㈱

所有
直接 100.0％

経営指導・
業務委託契
約
出向契約
担保受入れ
資金の一時
貸借
債務保証
債務被保証
役員の兼任
匿名組合出
資先

経営指導料
の受取
（注）１

33,600

未 収 入 金 84,212

エンジニア
リング報酬
の受取(注)
19

6,000

設備使用料
の受取
（注）２

15,840

事務所賃料
の受取
（注）３

114,600

出向負担金
の受取
（注）４

267,302

グループ通
算税制によ
る立替

1,799

委託料 21,600
グループ通
算税制によ
る被立替の
支払

4,741 未 払 金 −

匿名組合出
資 1,342,180

そ の 他 の
関 係 会 社
有 価 証 券

8,952,993

匿名組合出
資一部償還 970,000

匿名組合出
資配当益の
受領

688,668

匿名組合出
資配当益の
現金分配

1,000,000

債務保証
（注）６ 30,804,802 − −

債務被保証
（注）8 2,436,143 − −
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種 類 会社等の名称 議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者
と の 関 係 取 引 内 容 取 引 金 額

（千円） 科 目 期 末 残 高
（千円）

子会社
ファースト
ブラザーズ
投資顧問㈱

所有
直接 100.0％

経営指導・
業務委託契
約
出向契約
資金の一時
貸借
役員の兼任

資金の預り
（注）５ −

預 り 金 515,000
資金の返還
（注）５ −

子会社
ファースト
ブラザーズ
ディベロプ
メント㈱

所有
直接 100.0％

資金の一時
貸借
債務保証

資金の預け
（注）５ − 預 け 金 1,120,000

債務保証
（注）9 764,575 − −

子会社 ㈱東日本不
動産

所有
直接 99.52％

担保受入れ
業務委託契
約
出向契約
資金の借入
（注）11
債務保証
役員の兼任
匿名組合出
資先

当社銀行借
入に対する
担保提供
（注）7

4,897,392 − −

匿名組合出
資 550,000

そ の 他 の
関 係 会 社
有 価 証 券

6,946,839

匿名組合出
資一部償還 50,000

匿名組合出
資配当益の
受領

402,389

匿名組合出
資配当益の
現金分配

398,633

借入金の返
済 400,000

長期借入金 1,900,000
資金の借入 400,000

利息の支払 19,961 未 払 費 用 14,315
債務保証
（注）10 7,531,298 − −
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種 類 会社等の名称 議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者
と の 関 係 取 引 内 容 取 引 金 額

（千円） 科 目 期 末 残 高
（千円）

子会社 桜門地所㈱
所有
直接 99.3％
間接 0.7％

資金の借入
（注）11

資金の借入 160,000
長期借入金 2,672,565借入金の返

済 1,300,000

利息の支払 26,945 未払費用 19,719

子会社 和田倉地所
合同会社

所有
間接 100.0％

匿名組合出
資先

匿名組合出
資 −

そ の 他 の
関 係 会 社
有 価 証 券

447,532
匿名組合出
資配当損の
負担

23,793

匿名組合配
当益の現金
分配

−

経営指導念
書等
（注）15

1,166,502 − −

子会社
半蔵門建物
管理合同会
社

所有
間接 100.0％

匿名組合出
資先
担保受入れ
債務保証
債務被保証

匿名組合出
資一部償還 1,135,000

そ の 他 の
関 係 会 社
有 価 証 券

611,266
匿名組合配
当益の受領 149,514
匿名組合配
当益の現金
分配

100,000

当社銀行借
入に対する
担保提供
（注）7

13,900 − −

債務保証
（注）12 675,678 − −
債務被保証
（注）17 13,900 − −
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種 類 会社等の名称 議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者
と の 関 係 取 引 内 容 取 引 金 額

（千円） 科 目 期 末 残 高
（千円）

子会社 合同会社Ｒ
Ｈ−ＯＮＥ

所有
間接 100.0％

匿名組合出
資先
債務保証

債務保証
（注）13 528,966 − −

子会社
合同会社ふ
じのくに小
山土地建物

所有
間接 100.0％

匿名組合出
資先
（注）14

匿名組合出
資 165,000 そ の 他 の

関 係 会 社
有 価 証 券

3,243,773匿名組合出
資配当の益
の受領

88,683

子会社 全国学生住
宅合同会社

所有
間接 100.0％

匿名組合出
資先
債務保証

債務保証
（注）18 2,001,880 − −

子会社 平川門管理
合同会社

所有
間接 100.0％

匿名組合出
資先

匿名組合出
資一部償還 226,000

そ の 他 の
関 係 会 社
有 価 証 券

17,165匿名組合配
当益の受領 683,751
匿名組合配
当益の現金
分配

1,181,665

子会社 ㈱杜乃
所有
直接 50.0％
間接 49.9956％

担保受入れ
当社銀行借
入に対する
担保提供
（注）７

750,000 − −
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種 類 会社等の名称 議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者
と の 関 係 取 引 内 容 取 引 金 額

（千円） 科 目 期 末 残 高
（千円）

子会社 桔梗門管理
㈱

所有
直接 50.0％
間接 49.9956％

担保受入れ
資金の貸付
（注）11

当社銀行借
入に対する
担保提供
（注）７

982,220 − −

貸付金の回収 30,000 関 係 会 社
長期貸付金 725,000

利息の受取 8,903 未 収 入 金 3,718

子会社 ㈱長野ホテ
ル犀北館

所有
直接 99.09％
間接 0.909％

担保受入れ
債務保証
債務被保証
資金の貸付
（注）11

当社銀行借
入に対する
担保提供
（注）７

2,436,143 − −

債務保証
（注）16 666,975 − −
債務被保証
（注）8 2,436,143 − −

資金の貸付 494,290 関 係 会 社
長期貸付金 3,294,290

利息の受取 36,604 未 収 入 金 3,347

子会社 ㈱箱根七瀬
所有
直接 97.0％
間接 2.9956％

担保受入れ
資金の貸付
（注）11

当社銀行借
入に対する
担保提供
（注）７

405,400 − −

− 関 係 会 社
長期貸付金 460,000

利息の受取 5,535 未 収 入 金 468

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）１. 経営指導料については、グループ経営指導に関し、一定の基準に基づき決定して

おります。
２. 設備使用料については、実績額を勘案の上、決定しております。
３. 事務所賃料については、当社と貸主との賃貸借契約書に基づく賃借料を基準とし

て決定しております。
４. 出向負担金については、出向者に対する支給額を勘案の上、決定しております。
５. 当社は、グループ子会社との間で、随時資金移動を行っていることから、取引金

額への記載は行っておりません。
６. ファーストブラザーズキャピタル㈱の借入（30,804,802千円）につき、債務保

証を行ったものであります。なお、保証料は、受領しておりません。
７. 当社は、銀行借入に関して担保提供を受けております。
８. 当社の借入（2,436,143千円）につき、債務保証を受けたものであります。な

お、保証料は、授与しておりません。
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９. ファーストブラザーズディベロプメント㈱の借入（764,575千円）につき、債務
保証を行ったものであります。なお、保証料は、受領しておりません。

10. ㈱東日本不動産の借入（7,531,298千円）につき、債務保証を行ったものであり
ます。なお、保証料は、受領しておりません。

11. 資金の借入・貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しており
ます。

12. 半蔵門建物管理合同会社の借入（675,678千円）につき、債務保証を行ったもの
であります。なお、保証料は、受領しておりません。

13. 合同会社ＲＨ−ＯＮＥの借入（528,966千円）につき、債務保証を行ったもので
あります。なお、保証料は、受領しておりません。

14. 当社は、合同会社ふじのくに小山土地建物を営業者とする匿名組合に対し、出資
をしております。なお、2024年11月末現在の匿名組合出資比率は、97.2％であ
ります。

15. 金融機関からの借入に対し、経営指導念書等を差し入れております。
16. ㈱長野ホテル犀北館の借入（666,975千円）につき、債務保証を行ったものであ

ります。なお、保証料は、受領しておりません。
17. 当社の借入（13,900千円）につき、債務保証を受けたものであります。なお、

保証料は、授与しておりません。
18. 全国学生住宅合同会社の借入（2,001,880千円）につき、債務保証を行ったもの

であります。なお、保証料は、受領しておりません。
19. エンジニアリング報酬については、不動産の管理運用業務に関し、一定の基準に

基づき決定しております。

７．収益認識に関する注記
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「１．重要な会計方針に

係る事項に関する注記 （5）重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

８．１株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産 1,500円55銭
（2）１株当たり当期純利益 73円82銭
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